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Ⅰ．は じ め に

マクロ経済学というのは，すなわち，ケインズ経済学のことであるはずであったが，近年では，

単にマクロ経済を扱う経済学がマクロ経済学であると捉えられる傾向が見られるようになってき

ている（1）。その場合の分析には，マクロ経済学を誕生させたケインズ（JohnMaynardKeynes）

より以前の「古典派」経済学の理論が用いられていることが少なくない。ケインズは，そのよう

な「古典派」経済学の理論を否定することにより，マクロ経済学を誕生させたのである。それで

は，ケインズ の提示した，本来の意味でのマクロ経済学を成立させるのに不可欠な「基本前提」

とは何なのであろうか。本稿の目的は，その「基本前提」を明らかにし，そして，それがまた，

ケインズ以前のカレツキ（2）によって，簡単な形で提示されているのを明らかにすることである。
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要 旨

マクロ経済学とは，ケインズの『一般理論』（Keynes1936）で展開された有効需要の論理にも

とづく国民所得決定の理論のことであるとされてきた。Keynes（1936,p.178）が批判を加えてい

る「古典派」経済学の場合，資金供給としての貯蓄は，利子率の調整によって，投資の資金需要に

振り向けられ，貯蓄と投資は均等するものとされている。これにたいして，「新しい経済学」とし

てのマクロ経済学では，有効需要の論理にもとづき，「貯蓄と投資の均等は，所得とのかかわりに

よってもたらされる」ものであるとされている。そして，その場合，「貯蓄は投資によって決定さ

れる」ものであることが明らかにされている。つまり，セイの法則を否定し，これら2つの命題を

提示することによって誕生したのがマクロ経済学であると言える。その意味で，これら2つの命題

こそが，マクロ経済学を成立させるための「基本前提」と見なされるものなのである。そして，そ

れらは，全てKeynes（1936）に先立つ Kalecki（1933）において提示されていたものであること

が明らかにされる。マクロ経済を扱いながらも，「古典派」の経済理論にもとづき分析を手がける

経済学は，決してマクロ経済学であるとはいえないのである。
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Ⅱ．有効需要の論理にもとづく国民所得の決定

一般の経済学の教科書では，マクロ経済学とは一国全体の経済活動についての集計量を扱う経

済学であるとされている。しかしながら，その一方で，1936年に刊行されたケインズの『一般

理論』（Keynes1936）で展開された経済理論のことであるともされている。そのKeynes（1936,

p.178）で取り上げられているような「古典派」経済学の場合，資金供給としての貯蓄は，利子

率の調整によって，投資の資金需要に振り向けられ，貯蓄と投資が�等するものとされている。

しかしながら，そのような「供給はそれ自らの需要を生み出す（supplycreatesitsownde-

mand）」という「セイの法則（Say・sLaw）」に則った理論では，大恐慌における大量失業の問

題を解明することができなかった。こうした伝統的経済学にたいする新しい経済学として，ケイ

ンズがその著書『一般理論』（Keynes1936）によって打ち出したのがマクロ経済学である。そ

れは，支払可能な資金的裏づけのある有効需要の論理（3）にもとづいて国民所得が決定されるこ

とを示す理論であるが，そこでは，「貯蓄と投資の�等は，所得とのかかわりによってもたらさ

れる」ものであるとされているのである。そして，その場合，「貯蓄は投資によって決定される」

ものであるとされているのである。つまり，これら2つの要素が，セイの法則を否定することに

よって，マクロ経済学を成立させている「基本前提」と見なされるものである。そして，このよ

うなケインズの経済学を，最も簡単に表わしているのが，「45度線モデル」であるとされている

のである。

松谷（2019）では，一般の経済学の教科書に掲載されている「45度線モデル」には3つのヴァー

ジョンのあることが明らかにされているが，本稿では，経済学の教科書において初めて提示され

た「45度線モデル」としての，Samuelson（1948）を取り上げることによって，以上の「基本

前提」を確認してみることにする（4）。この「45度線モデル」は，ノーベル経済学賞を受賞した

ポール・クルーグマン（Krugman2011,p.7）が言及しているように，「サミュエルソンの45

度線モデル（theSamuelsoncross）は……あまりにも粗雑で，あまりにも時代遅れで言及する

には全く値しない……しかしながら今なお，多くの高名な経済学者たちが主張していることより

も，ずっと洗練されている基本的な論点を提示している」ものなのであるとされているのである。

1．Samuelson（1948）の「45度線モデル」

Samuelson（1948,pp.256,259,260）では，投資が，国民所得や雇用の水準を決定するのに，

なぜ重要であるのかという観点から，消費，貯蓄，所得の関係を明らかにしようとしている。そ

の場合，貯蓄と投資の�等によって，国民所得決定のメカニズムが論じられているのだが，その

説明のなかで，「45度線モデル」が提示されているのである（Samuelson1948,p.260）。なお，

そこでは，封鎖経済が想定されている。そしてさらに，説明上，政府部門は捨象されている
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（Samuelson1948,p.259）。

Samuelson（1948,p.256）における「45度線モデル」は，図1として，図示されているよう

なものである。そこでは，横軸は，国民所得（NI）を測るものとされ，また，縦軸は，消費（C）

と投資（I）を測るものとされている。さらに，横軸および縦軸にたいして，45度の勾配をもつ

直線が，補助線として描かれている。この45度の勾配をもつ補助線上では，横軸で測られてい

る，国民所得の水準と，縦軸で測られている，人々が支出しようとする消費と投資の合計が，ちょ

うど等しくなっていることを表わしているとされている。つまり，総供給（横軸）と総需要（縦

軸）の�等を表わすものとして，「45度線」が描かれているのである。

図1では，Keynes（1936,p.96）に加えて，Samuelson（1948,pp.207�211）の考察により，

消費は，所得の増加関数として捉えられることが明らかにされているので，消費は，右上がりの

CC線で描かれている。CC線の勾配は，所得の増加にたいする消費の増加の比率としての，限

界消費性向を表わしているが，その値は，Keynes（1936,p.96）で論じられているのと同様に，

正で1より小さい値を取るものとされている。そして，独立投資を想定して，消費を表わすCC

線の上に平行して，投資を描けば，それは，C＋I線として描かれる。よって，このC＋I線と45

度線との交点Eによって決定される国民所得の水準OMが，�衡国民所得水準であるとされて

いる。

なぜ，この交点Eによって，�衡国民所水準が決定されるのであろうか。それは，この交点E

によって得られた国民所得の水準が，45度の補助線のもつ，横軸と縦軸の値を厳密に一致させ

るという性質により，「企業が，国の生産高をその水準に維持することを正当化するのに，ちょ

うど十分な額だけを取り返している」（Samuelson1948,p.260）という状態を表わしているか

マクロ経済学の「基本前提」：カレツキの有効需要の原理
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図1

Samuelson（1948,p.260）をもとにして作成

C

C
E

E�

O

C

B M F
NI

C＋I

C＋I



らであるとされている。

2．投資と貯蓄の�等

ところで，実は，この図1として提示された，Samuelson（1948,p.260）の「45度線モデル」

は，図2（Samuelson1948,p.259）として示されているような，貯蓄と投資の交点によって国

民所得が決まることを示す論理に代わる，第2の方法として提示されたものであるとされている。

図2は，まさに直截的に，国民所得の変化を通じて，貯蓄と投資が�等することを表わしている

モデルである。それでは，図2を確認してみよう。

図2において，横軸は，国民所得（NI）を測る軸である。また，縦軸は，貯蓄（S）と投資（I）

を測る軸である。横軸にたいして水平に描かれたII線は，独立投資を想定した投資支出を表わ

している。また，貯蓄は，所得の増加関数であるとされており，消費性向と貯蓄性向についての

考察から，SS線が描かれている。Samuelson（1948,pp.259）では，このような貯蓄と投資の

交点が，「国民所得がその方向に引き寄せられるところの�衡である」とされている。このメカ

ニズムが，図2によって説明されている。まず，この交点の右側の国民所得水準の説明から始め

ている。その領域では，貯蓄が投資支出を上回っている。この場合，消費と投資の合計が，国の

産出量にたいする要素費用，すなわち，国民所得の水準に達していない状況にあるとされている。

つまり，家計は，企業が投資し続けたいと考えている水準を上回って貯蓄しているので，それだ

け消費に支出することを控えていると考えられるのである。よって，この場合，企業にたいする

注文が少なすぎて，意図せざる在庫がたまっている状況をもたらしていると考えられる。すなわ

ち，企業は，現在の産出量を正当化するのに十分な売上げを得られていない状況にあるとされて

いるのである。したがって，この場合，企業は，生産を縮小し，労働者を解雇するであろうとい

うのである。これにより，国民所得水準は低下する。どこまで，低下していくのであろうか。そ

れは，家計が，ちょうど，企業の望む投資水準に一致するような水準に貯蓄するという所得水準

まで，低下するというのである。つまり，家計が消費を控えた分だけ，企業が投資するという水
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準まで，国民所得が低下するというのである。そして，これ以下に，国民所得水準が低下するこ

とはないとされている。それは，なぜか。というのは，この貯蓄と投資が一致する国民所得水準

では，企業の側においては，在庫が棚にたまっているわけでもなく，しかしながら，売上げが活

発すぎて増産を強いられているわけでもなく，よって，さらに労働者を解雇するわけでもないよ

うな状況であるとされているからである。したがって，この水準では，生産も雇用も国民所得か

らの支出も同じ状態であり続ける，「�衡」状態にあるとされているのである。

つぎに，この「�衡」状態を表わす，貯蓄と投資の交点の左側の国民所得水準について見てみ

よう。この領域では，国民所得は，企業の意図された投資水準が，家計の意図された貯蓄を上回っ

ているという，低い水準にある。この場合，消費支出と投資支出の合計が，当該水準の生産にた

いする要素費用である国民所得の水準を上回っているのである。つまり，経常的な生産以上に財

が消費されている状態であり，在庫の意図せざるはきだしを余儀なくされているのである。この

場合，企業は，どうするか。生産を拡大し，雇用を増やすであろう。これは，所得の増加をもた

らし，さらなる消費の増加をもたらすであろう。したがって，企業は，さらに生産を拡大し，雇

用を増やし，その結果，国民所得水準は上昇していく。OBという国民所得水準では，貯蓄がO,

すなわち，所得の全てを消費に回している状態を示している。しかし，国民所得は，生産にたい

する要素費用であり，消費と投資にたいする支出の合計は，企業が費用として支払ったものから

の取り返しなのである。したがって，たとえプラスの貯蓄が発生しても，つまり，その貯蓄の分

だけ消費が減少しても，ようするに，BMという国民所得水準の領域においては，要素費用であ

る国民所得から企業の取り返しである消費と投資の合計が，国民所得を上回っているのである。

この場合，企業は，当該の産出量を正当化するのに十分な売上げを得ている状況を表わしている

ので，さらに生産を増やし，雇用を増やし，それによって，さらに高い国民所得水準へと到達す

るのである。しかしながら，いったん，OMという国民所得に到達すると，その場合，控えられ

た消費支出をちょうど補う分だけの投資支出がなされているという国民所得水準は，いわば，企

業の国民所得からの取り返しである売上げと，企業の生産活動における要素費用である国民所得

とが一致しており，企業が，さらに生産を増加したり，雇用を増加したり，あるいは，在庫の意

図せざるはきだしや，ましてや，意に反する在庫がたまっているわけでもない。よって，企業は，

このような，貯蓄と投資の「�衡」した状態に，生産と雇用を落ち着かせようとするというので

ある。この国民所得の水準が，いわゆる，「�衡国民所水準」と呼ばれているものなのである。

そしてまた，この図2におけるOMという国民所得の水準は，図1における�衡国民所得OM

に対応するものであるとされているのである。つまり，図1で表わされた，消費と投資によって

決定された�衡国民所得と，図2で表わされた，貯蓄と投資によって決定された�衡国民所得は，

同じものを，それぞれ異なる側面からとらえたものに他ならないとされているのである。

マクロ経済学の「基本前提」：カレツキの有効需要の原理
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Ⅲ．考 察

Samuelson（1948,p.260）で提示されているような図が，ケインズの経済学を最も簡単に表

わした「45度線モデル」であるとされているが，それは，松谷（2019）が明らかにしているよ

うに，Samuelson（1948）以前のカレツキによって，実は，すでに形成されていたと見なすこ

とができるものなのである。松谷（2019）によれば，カレツキの「45度線モデル」は，Kalecki

（1929），Kalecki（1933），Kalecki（1938）により提示されうるものであるとされている。しか

し，貯蓄と投資の�等，そして，その�等が所得とのかかわりによって成立しうるものであるこ

と，また，貯蓄は投資によって決定されるものであるということ，すなわち，これらのマクロ経

済学としての「基本前提」は，Kalecki（1933）において，有効需要の論理にもとづき所得が決

定されることを示す理論のなかで，すでに提示されているものなのである。しかもそれは，わず

かに2つの関係式によって，示しうるとされているものなのである。したがって，ここでは，そ

のカレツキKalecki（1933）の理論について見ていくことにする（5）。ただし，Kalecki（1933）

の場合，所得は国民所得ではなく，資本家の所得，すなわち，粗利潤が取り上げられている。ま

た，Samuelson（1948）の場合と同様に，Kalecki（1933）においても，説明上，封鎖経済が想

定され，政府部門は捨象されている。

1．Kalecki（1933）

資本家について，その所得すなわち粗利潤をP,そして，その消費をCk,また，粗蓄積すなわ

ち投資をAで表わすと，次式が得られるとされている（Kalecki1933,p.68）。

資本家の消費は，（2）式のように，固定的な基礎消費部分B0と粗利潤に比例する部分・Pか

ら成り立つものであるとされている（Kalecki1933,p.69）。B0の値は通常は正，・は1より小

さい正の係数であると見なされている。よって，（2）式が提示されている。

いま，（2）式を単純化すれば，

が得られるが，これにより，資本家はその所得未満の消費をする経済主体，すなわち貯蓄主体で

あることがより明確に示されうる。

（1）式と（2�）式より，（3）式が得られる。
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（1）式において，CkおよびAは資本家の意思決定によって支出されるものであると見なされ

ているので，（3）式の因果関係についても，右辺が左辺を決めるものであるとされている。ただ

し，Ckは資本家の所得である粗利潤Pに依存し「比較的非弾力的」（Kalecki1933,p.69）なも

のであるとされているのにたいし，Aは資本家所得から独立したものであるとされている。

ところで，所得のうち消費に振り向けられなかった部分が貯蓄であるから，それをSで表わ

せば，（4）式が得られる。

また，（4）式は，（2�）式より，

と書き表すことができる。（4�）式における因果関係は，（3）式において右辺が左辺を決めるこ

とから，左辺が右辺を決定するものであることがわかる。つまり，貯蓄Sは，資本家所得Pに

依存して決まるものであるとされていることがわかる。

一方，（1）式より，

が得られる。したがって，（1�）式と（4）式より，

が得られる。以上より，貯蓄と投資の�等が得られたことになるが，その場合，貯蓄が投資を決

めるのではなく，投資が貯蓄を決めるものであることが明らかにされているのである。なぜなら

ば，（5）式は，（3）式と（4�）式より得られたものであり，よって，その因果関係は，左辺が右

辺を決めるものであるとされているからである。

このように，Kalecki（1933）においては投資が貯蓄を決めるものとされているのであるが，

カレツキの最初の理論的研究であるとされているKalecki（1929）においては貯蓄が投資を決め

るものとされているのである。したがって，Kalecki（1929）と Kalecki（1933）との間におい

て，貯蓄と投資の関係が180度転回する「コペルニクス的転回（dieKopernikanischeWende;

theCopernicanRevolution）」，いわばこの場合,「カレツキ的転回（dieKaleckianische

Wende;theKaleckiRevolution）」（松谷 2020）とでも呼べる理論的転回が引き起こされてい

ることを見出すことができるのである。

マクロ経済学の「基本前提」：カレツキの有効需要の原理
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2．利潤方程式の導出

ここで疑問が生じる。Kalecki（1933,p.68）において，（1）式として提示された，資本家の

所得である粗利潤Pは，資本家の消費Ckと粗蓄積（在庫の増加，固定資本の再生産と拡張），

すなわち投資 Aからなるものであるとされているが，それがどのようにして導出されうるもの

であるのかについては，何ら明らかにされていないのである。したがって，（1）式が導き出され

る根拠について，Kalecki（1933）以前のカレツキの著作から探ってみよう。熱力学の法則にお

けるエネルギーの流入と流出のバランスシートを応用することにより得られた，国民所得のバラ

ンスシートを用いて経済法則を定式化しようとしたものとして，Kalecki（1929）がある。また，

Kalecki（1930b）は，景気循環における消費財価格の引き下げ効果を主題にしたものであるが，

そこでは，生産物価値（thevalueofproduction）は，海外からの原料，賃金，粗利潤の3つ

からなるものであるとされている（Kalecki1930b,p.22）。いま，このKalecki（1930b）によ

る分析について，Kalecki（1933）にしたがい，単純化のため，政府部門のみならず海外部門も

捨象し，そして，投資財部門を付け加えれば，最終生産物価値が得られることになる。ここで，

最終生産物価値をY,賃金をW,粗利潤をPで表わせば，

が得られる。

一方，Kalecki（1929,p.15）において示された国民所得のバランスシートについて，同様に

単純化のため，海外部門を捨象すれば，

が得られる。（7）式の左辺については，Kalecki（1929,p.17）において示されているように，

生産過程における付加価値（thevalueaddedintheproductionprocess）が分配されること

によって得られるものであるとされているので，国民所得（socialincome）として捉えられて

いる。よって，それを（6）式で用いたのと同じ記号，Yで示している。Cは消費（finalcon-

sumption），Aは粗蓄積（increasingproperty,equipment,andstocks），すなわち，投資を

表わしている。さらに，Kalecki（1929,p.17）において，消費 Cは，労働者の消費と資本家の

消費からなるものとされているので，前者をCw,後者をCkで表わせば，

が得られる。また，Kalecki（1929,p.17）では，Kalecki（1933,p.69）と同様に，労働者は貯

蓄しない，すなわち「労働者は受け取った所得だけを支出する」ものであるとされているので，
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・6・ Y・W・P

・7・ Y・C・A

・8・ Y・Cw・Ck・A



が得られる。よって，（6）式，（8）式，および（9）式から，「利潤方程式」とでも呼べる，

が得られることになる。

（1）式から得られる洞察は，「資本家は支出しただけを所得として受け取る」ということなの

であるが，それは，すなわち，有効需要の論理にもとづいて所得が決まるということを表わして

いるものなのである。

3．利潤方程式の構成要素

利潤方程式の右辺第1項として掲げられているCkは，（2）式として表わされているように，

所得に依存して決まるものとされているが，「比較的非弾力的」（Kalecki1933,p.69）な変数で

あるとされている。それは，（1）式と（2）式から導き出される，

によって明らかである。つまり，（10）式において，右辺第1項に掲げられている，固定的で正の

値を取るものとされている基礎消費B0は一定，また，・は1より小さい正の値を取るパラメー

ターであるとされているので，資本家の消費Ckは，投資Aに比べて，「比較的非弾力的」なも

のであるとされていることがわかる。

一方，（1）式として示されている，利潤方程式の右辺第2項の粗蓄積（投資）Aについては，

Kalecki（1933）にいたるまでの間に提示さた実証的な研究としてのKalecki（1930a）によって，

Ckが比較的安定的であるのにたいし，不安定なものとして捉えられることが明らかにされてい

る。そして，さらに，Kalecki（1931）における実証研究の結果をもふまえれば，Aは所得に依

存して決まるものではなく，独立的な変数であるということが，Ckとの対比によって明らかに

されているのである。

4．方程式体系

なお，この「比較的非弾力的」であるとされているCkについて単純化した（2�）式と（1）式の

2つの式によって，1つの方程式体系を形成することができる。そして，そこから得られるのが，
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・9・ W ・Cw

・1・ P・Ck・A

・10・ Ck・
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1・・
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・
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・3・ P・
1

1・・
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である。（3）式では，・はパラメーターと見なされているので，資本家の自律的な投資活動であ

る変数Aが決まれば，つまり，Aが外生変数として与えられれば，資本家の所得である粗利潤

Pが決まることを，この簡単な方程式体系は表わしているのである。そして，この方程式体系に

おいて，このようにして利潤所得Pが決まるとき，投資Aと貯蓄Sの�等がもたらされるとい

うことが示されているのである。

Kalecki（1933,pp.79�80）では，資本家は「自らの運命の支配者（mastersoftheirfate）」

であると明言されている。これは，「利潤方程式」から導き出される理論的洞察であると見なす

ことができるものである。そしてまた，その「利潤方程式」における投資 Aについては，

Kalecki（1933,p.81）において，実際の支出にあたり「自ら資金調達する」ものであるとされ

ている。また，その自律的な変数として捉えられている粗蓄積（投資）Aの決定については，

当該期間より以前において「投資財注文（investmentorder）」として意思決定されたものであ

るとされている。よって，Aは当該期間においては，外生変数として捉えられるものになる。

また，その意思決定については，「収益性（profitability）」にもとづいてなされるものであると

されている。それは，「客観的な諸要素（objectivefactors）」と見なされている，当該期間より

以前の期間における，粗蓄積（投資）と資本設備（capitalequipment）の規模 にもとづいて決

定されるものであるとされている。したがって，Kalecki（1933,pp.97�98）において，利子率

は，投資決定の要因として，二次的な要素として見なしうるものであるとされているのである。

Ⅳ．む す び

マクロ経済学とは，ケインズの『一般理論』（Keynes1936）で展開された有効需要の論理に

もとづく国民所得決定の理論のことであるとされてきた。それは，「供給はそれ自らの需要を生

み出す」という命題の形で提示されている「セイの法則」に則った「古典派」経済学の理論では

解明できなかった，大恐慌における大量失業の問題にたいして，理論的解明を与えたものであっ

た。Keynes（1936,p.178）が批判を加えている，「古典派」経済学の場合，資金供給としての

貯蓄は，利子率の調整によって，投資の資金需要に振り向けられ，貯蓄と投資は�等するもので

あるとされている。そのような「古典派」経済学に取って代わる「新しい経済学」（6）としてのマ

クロ経済学では，有効需要の論理にもとづき，「貯蓄と投資の�等は，所得とのかかわりによっ

てもたらされる」ものであるとされている。そして，その場合，「貯蓄は投資によって決定され

る」ものであることが明らかにされている。つまり，セイの法則を否定し，これら2つの命題を

提示することによって誕生したのがマクロ経済学であると言える。その意味で，これら2つの命

題こそが，マクロ経済学を成立させるための「基本前提」と見なされるものなのである。そして，

それらは，すべてKeynes（1936）に先立つ Kalecki（1933）において提示されていたものなの

である。マクロ経済を扱いながらも，「古典派」の経済理論にもとづき分析を手がける経済学は，
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決してマクロ経済学であるとはいえないのである。
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